第24回　バス交通整備検討委員会　議事要旨

■開催の概要

□日　　時：2010.5.18　14:30～16:20
□会　　場：本庁３階大会議室南
□出 席 者：（敬称略）山口委員長、永井副委員長、阪田、大森、浅川（代理：飯島）、岸、小林、
　　　　　　　小矢島（代理:菅井）、川上（代理:寺内）、若林、小井（以上委員計11名）

　□内　　容：

（1）平成２１年度利用状況及び運行補助について
（2）小山市地域公共交通総合連携計画に基づく平成２２年１０月改正（案）について

（3）バス停オーナー制度（案）及びサポーター制度（案）について

（4）その他

■議事要旨

（1）平成２１年度利用状況及び運行補助について
資料１に基づき事務局より説明があり、特に質疑応答はなく、内容について確認された。

（2）小山市地域公共交通総合連携計画に基づく平成２２年１０月改正（案）について

資料２及び図面に基づき事務局より説明があり、以下の質疑応答ののち、内容について承認された。

また、（仮称）土塔線の路線名については、市民からの要望なども参考に検討した結果、「土塔平成通り線」を委員会として提案することとした。

［主な質疑応答］

（委　員）羽川線、間々田線の通勤時間帯のダイヤは余裕が少ないが、渋滞は考慮されているのか？

（事務局）早朝はほとんど渋滞なく、また第３便以降は渋滞を考慮して多少の余裕を含んでいる。
（委　員）使用予定のデマンド用車両は１５人乗りとやや大きいが、狭い路地などは問題ないか？

（事務局）運行開始にあたっては既存の車両を使用すること、セダンタイプなどの狭い車両は他人と体が密着するために敬遠される傾向があることなどを考慮して、支障のない範囲でなるべく大きな車両を使用していくことを考えている。
（委　員）桑地区のデマンド時刻表は「桑公民館→ジャスコ」のように方向が明記されているが、こういう需要があると見込んでいるのか？実際はどのような運用になるかはわからないのだから、表示しないほうがいいのではないか？

（事務局）デマンドについては実際の予約に従って運行されることになるが、高齢者がデマンドのしくみを十分理解できないことと、乗り継ぎを心配していることから、運行間隔や乗り継ぎの方法をわかりやすく表示した時刻表で表示している。

（委　員）デマンド車両の待機場所は？

（事務局）時刻表に記載した発着地で待機する。
（委　員）路線相互で車両の融通が必要になることもあると思うが、同じ業者が運行することを前提としているのか？既存の会社が有利にならないような業者選定ルールが必要と思うが。

（事務局）同じ業者間では車両の融通が可能であるが、それを前提とした入札・契約ではなく、路線ごとの契約手続きをとっている。

今回の桑絹と大谷の場合は、既存の運行契約のなかで路線型からデマンド型への運行内容の変更になるので、引き続き同じ業者が担当する。

デマンドについては２地区を１契約にして、予約配車オペレーション費用を節約しようと考えているので、西部地区の運行も１社と契約することを考えている。
（委　員）既存の業者が、今後の入札にあたって不合理なアドバンテージを持たないように、一定の基準を設けるなど事務手続きには配慮しておいて欲しい。

（委　員）路線再編にあたっての意見はどのような方法で聴取したのか？また、意見に対する対応結果はどのように周知させるのか。
（事務局）車内での意見、ＨＰへの意見、メールによる意見、地区懇談会における意見、役所への電話などである。これらの意見への対応結果については、ダイヤ改正の実施にあわせてお知らせする予定。

（3）バス停オーナー制度（案）及びサポーター制度（案）について

資料３に基づき事務局より説明があり、以下の質疑応答ののち、内容について承認された。

［主な質疑応答］

（委　員）オーナー制度については、誰の収入になるのか？

（事務局）各路線を運行する業者の収入となる。運行収入の一部に宛てることによって、結果的に市の補助額が減少することになる。各事業者は営業努力によって、より多くの副収入を得て欲しいと考えている。

（委　員）オーナー制度のメリットは？

（事務局）バス停に停留所名と併記でオーナーの名前（商店名など）を表示することができるので、広告効果がある。

（委　員）サポーター制度は一般市民なども対象になると思うが、個人名や団体名で参加できるのか？

（事務局）申込書に、表記したい名称を記入して登録することになる。

（委　員）１停留所につき、１オーナー？

（事務局）そのとおりで、重複した場合は抽選などで決定する。

（委　員）サポーター制度は、路線ごとの申し込み？

（事務局）そのとおりであり、申込み書に路線名を記入してもらう。

（4）その他

菅井委員（栃木運輸支局）より、交通基本法の制定について、配布資料に基づき説明があった。
（以　上）













